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○新宿区立女神湖高原学園条例 

平成16年10月14日 

条例第51号 

改正 平成17年3月24日条例第5号 

平成19年3月23日条例第31号 

平成19年10月17日条例第60号 

(題名改称) 

目次 

第1章 総則(第1条―第3条) 

第2章 指定管理者(第4条―第17条) 

第3章 校外教育活動(第18条) 

第4章 生涯学習活動(第19条―第31条) 

第5章 補則(第32条) 

附則 

第1章 総則 

(平19条例60・改称) 

(設置) 

第1条 新宿区立小学校の児童及び新宿区立中学校の生徒を対象とした校外教育活動(以下

「校外教育活動」という。)を行うとともに、区民等に対し、生涯学習活動の場を提供す

るため、新宿区立女神湖高原学園(以下「女神湖高原学園」という。)を設置する。 

(平19条例60・一部改正) 

(位置) 

第2条 女神湖高原学園の位置は、長野県北佐久郡立科町大字芦田八ケ野字赤沼平994番地

とする。 

(平19条例60・一部改正) 

(休業日) 

第3条 女神湖高原学園の休業日は、毎月の第1火曜日及びその翌日並びに第3火曜日及びそ

の翌日(7月21日から8月31日までの日及び12月28日から翌年の1月5日までの日を除く。)

とする。ただし、新宿区教育委員会(以下「委員会」という。)が必要と認めるときは、こ

れを変更し、又は臨時に休業日を定めることができる。 

2 前項ただし書に定める場合のほか、次条に規定する指定管理者が特に必要と認めるとき
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は、委員会の承認を受けて、同項本文に規定する休業日を変更し、又は臨時に休業日を定

めることができる。 

(平19条例60・追加) 

第2章 指定管理者 

(平19条例60・改称・旧第3章繰上) 

(指定管理者による管理) 

第4条 女神湖高原学園の管理は、地方自治法(昭和22年法律第67号。以下「法」という。)

第244条の2第3項に規定する指定管理者(以下「指定管理者」という。)に行わせるものと

する。 

(平19条例60・旧第18条繰上・一部改正) 

(管理業務) 

第5条 指定管理者は、次に掲げる業務(以下「管理業務」という。)を行うものとする。 

(1) 女神湖高原学園の宿泊又は休憩の用に供する施設(以下「宿泊等施設」という。)、宿

泊等施設に附帯する施設(以下「附帯施設」という。)及び女神湖高原学園の設備(以下「設

備」という。)の維持管理に関する業務 

(2) 女神湖高原学園における、宿泊及び休憩に関する業務並びに食事の提供に関する業

務 

(3) 女神湖高原学園における生涯学習活動の実施に関する業務 

(4) 第22条に規定する利用の承認、第23条に規定する利用の不承認及び第24条に規定す

る利用承認の取消し等に関する業務 

(5) 第26条に規定する利用料金等の納入、第28条に規定する利用料金の減免及び第29条

に規定する利用料金の返還に関する業務 

(6) その他女神湖高原学園の管理に関し、委員会が必要と認める業務 

(平19条例60・旧第19条繰上・一部改正) 

(公募及び申請) 

第6条 委員会は、新宿区教育委員会規則(以下「規則」という。)で定めるところにより、

指定管理者の指定を受けようとする団体を公募するものとする。 

2 指定管理者の指定を受けようとする団体は、規則で定める申請書に次に掲げる書類を添

えて、委員会に申請しなければならない。 

(1) 女神湖高原学園の事業計画書(以下「事業計画書」という。) 

(2) その他委員会が必要なものとして規則で定める書類 
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(平19条例60・旧第20条繰上・一部改正) 

(選定の方法及び基準) 

第7条 委員会は、規則で定める申請期間内に前条第2項の規定により申請した団体(以下「申

請団体」という。)の中から、次に掲げる選定の基準に照らし、女神湖高原学園の管理を

行わせるに最も適当と認める団体を、指定管理者となるべき団体として選定するものとす

る。 

(1) 事業計画書の内容が、女神湖高原学園を利用しようとするものの平等な利用を確保

するものであること。 

(2) 事業計画書の内容が、女神湖高原学園における生涯学習活動の実施を確保するもの

であること。 

(3) 事業計画書の内容が、女神湖高原学園の利用の承認を受けたものへのサービスの向

上を図るものであること。 

(4) 事業計画書の内容が、女神湖高原学園の効用を最大限に発揮させるものであるとと

もに、その管理に係る経費(以下「管理経費」という。)の縮減を図るものであること。 

(5) 当該申請団体が、事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力及び人的能力を

有していること。 

(6) その他委員会が女神湖高原学園の指定管理者となるべき団体を選定するために必要

と認める基準 

(平19条例60・旧第21条繰上) 

(選定の結果の通知) 

第8条 委員会は、前条の規定による選定を行ったときは、速やかにその結果を申請団体に

通知しなければならない。 

(平19条例60・旧第22条繰上) 

(再度の選定) 

第9条 委員会は、第7条の規定により指定管理者となるべき団体として選定した申請団体

(以下「被選定団体」という。)が次の各号のいずれかに該当するときは、当該被選定団体

を除く申請団体の中から、再び、同条の規定により指定管理者となるべき団体を選定する

ことができる。 

(1) 被選定団体の事情により、指定管理者の指定を受けることが不可能となったとき。 

(2) 新たに判明した事実により、女神湖高原学園の管理を行うことが適当でないと認め

られるとき。 
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2 委員会は、前項の規定により指定管理者となるべき団体を再び選定する場合(被選定団体

から指定管理者となることを辞退する旨の申出があった場合を除く。)には、前条の規定

により選定の結果を通知した被選定団体に対し、速やかに当該通知を取り消す旨を通知し

なければならない。 

(平19条例60・旧第23条繰上・一部改正) 

(指定管理者の指定) 

第10条 指定管理者の指定は、被選定団体について、法第244条の2第6項の議決を経た後、

行うものとする。 

(平19条例60・旧第24条繰上) 

(指定管理者の指定等の公告) 

第11条 委員会は、次の各号のいずれかの場合には、遅滞なく、その旨を公告しなければ

ならない。 

(1) 前条の規定により指定管理者の指定を行ったとき。 

(2) 第15条の規定により指定管理者の指定を取り消し、又はその管理業務の全部若しく

は一部の停止を命じたとき。 

(平19条例60・旧第25条繰上・一部改正) 

(協定の締結) 

第12条 新宿区(以下「区」という。)及び指定管理者は、女神湖高原学園の管理に関し、次

に掲げる事項について協定を締結しなければならない。 

(1) 事業計画書に関する事項 

(2) 宿泊等施設及び附帯施設(以下「宿泊等施設等」という。)の利用に係る料金(以下「利

用料金」という。)に関する事項 

(3) 管理経費に関する事項 

(4) 管理業務を行うに当たって指定管理者が収集し、保管し、又は利用する個人情報の

保護に関する事項 

(5) 法第244条の2第7項の事業報告書(以下「事業報告書」という。)に関する事項 

(6) 第15条の規定による指定の取消し及び管理業務の停止の命令に関する事項 

(7) 女神湖高原学園の管理上区に生じた損害の賠償責任に関する事項 

(8) その他女神湖高原学園の管理に関し、区が必要と認める事項 

(平19条例60・旧第26条繰上・一部改正) 

(事業報告書の作成及び提出) 
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第13条 事業報告書は、毎年度終了後30日以内に提出しなければならない。ただし、指定

管理者が年度の途中において第15条の規定により指定管理者の指定を取り消されたとき

は、その取り消された日から起算して30日以内に、当該年度の管理業務を開始した日か

ら当該取り消された日までの間の事業報告書を提出しなければならない。 

2 事業報告書には、次に掲げる事項を記載するものとする。 

(1) 当該年度の管理業務の実施状況 

(2) 当該年度の宿泊等施設等の利用状況 

(3) 当該年度の利用料金の収入の実績 

(4) 当該年度の管理経費の収支状況 

(5) その他委員会が女神湖高原学園の管理の実態を把握するために必要なものとして規

則で定める事項 

(平19条例60・旧第27条繰上・一部改正) 

(管理業務等の報告の聴取等) 

第14条 委員会は、女神湖高原学園の管理の適正を期するため、指定管理者に対し、当該

管理業務又は当該管理業務に係る経理の状況に関し、定期若しくは臨時に報告を求め、実

地について調査し、又は必要な指示を行うことができる。 

(平19条例60・旧第28条繰上) 

(指定の取消し等) 

第15条 指定管理者の指定の取消し又は期間を定めて行う管理業務の全部若しくは一部の

停止の命令は、次の各号のいずれかの場合に行うものとする。 

(1) 指定管理者が前条の指示に従わないとき。 

(2) その他当該指定管理者による女神湖高原学園の管理を継続することが適当でないと

認められるとき。 

(平19条例60・旧第29条繰上) 

(原状回復の義務) 

第16条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき又は前条の規定により指定管理者

の指定を取り消され、若しくは管理業務の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、

直ちに宿泊等施設等及び設備を原状に回復しなければならない。ただし、委員会の承認を

受けたときは、この限りでない。 

(平19条例60・追加) 

(損害賠償の義務) 
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第17条 指定管理者は、宿泊等施設等及び設備に損害を与えたときは、その損害を賠償し

なければならない。ただし、委員会がやむを得ない理由があると認めるときは、その賠償

額を減額し、又は免除することができる。 

(平19条例60・追加) 

第3章 校外教育活動 

(平19条例60・追加) 

(校外教育活動) 

第18条 女神湖高原学園において行う校外教育活動は、次のとおりとする。 

(1) 新宿区立小学校が編成した教育課程に基づき実施する移動教室、学校教育法(昭和22

年法律第26号)第81条第2項の特別支援学級の合同移動教室その他の遠足・集団宿泊的

行事において行われる活動 

(2) 新宿区立中学校が編成した教育課程に基づき実施する移動教室、学校教育法第81条

第2項の特別支援学級の合同移動教室その他の旅行・集団宿泊的行事において行われる

活動 

(3) 前2号に掲げるもののほか、委員会が校外教育活動として特に認めた活動 

(平19条例60・追加) 

第4章 生涯学習活動 

(平19条例60・章名追加) 

(利用できるもの) 

第19条 女神湖高原学園は、次に掲げるものが生涯学習活動を行う場合に利用することが

できるものとする。 

(1) 区内に住所を有する者 

(2) 区内の事務所又は事業所に勤務する者 

(3) 第1号に掲げる者又は前号に掲げる者が女神湖高原学園を利用する場合のこれらの

者に同行する者 

(4) 区民等を対象として生涯学習に関する普及啓発を行う等区が実施する生涯学習の振

興のための施策の推進に寄与する活動を行う団体であると委員会が認めたもの 

(5) 前各号に掲げるもののほか、文化の発展及び教育の振興を図るため、委員会が特に

認めた団体 

(平19条例60・追加) 

(利用時間) 
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第20条 女神湖高原学園(附帯施設を除く。)の利用時間は、次の各号に掲げる利用の区分に

応じ、当該各号に定めるとおりとする。ただし、委員会が必要と認めるときは、これを変

更することができる。 

(1) 宿泊 利用を開始する日の午後2時から利用を終了する日の午前10時まで 

(2) 休憩 午前10時から午後1時まで 

2 附帯施設の利用時間は、指定管理者が委員会の承認を受けて別に定める。 

3 第1項ただし書に定める場合のほか、指定管理者が特に必要と認めるときは、委員会の

承認を受けて、同項本文に規定する利用時間を変更することができる。 

(平19条例60・旧第30条繰上) 

(利用日数) 

第21条 同一のものが連続して女神湖高原学園を利用できる日数は、規則で定める。 

(平19条例60・追加) 

(利用の承認) 

第22条 女神湖高原学園を利用しようとするものは、規則で定めるところにより指定管理

者に申請し、その承認を受けなければならない。 

2 指定管理者は、前項の承認(以下「利用承認」という。)を行う場合において、女神湖高

原学園の管理上必要があると認めるときは、その利用承認に条件を付することができる。 

(平19条例60・旧第32条繰上・一部改正) 

(利用の不承認) 

第23条 指定管理者は、その利用が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、利用

承認を与えないものとする。 

(1) 公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあるとき。 

(2) 宿泊等施設等及び設備に損害を与えるおそれがあるとき。 

(3) その他女神湖高原学園の管理上支障を生ずるとき。 

(平19条例60・旧第33条繰上) 

(利用承認の取消し等) 

第24条 指定管理者は、次の各号のいずれかの場合には、その利用承認を取り消し、その

利用承認の内容若しくはその利用承認に付した条件を変更し、又は女神湖高原学園の利用

を中止させ、停止させ、若しくは制限することができる。 

(1) 利用承認を受けたもの(以下「利用者」という。)が当該承認された利用の取消しを申

し出たとき。 
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(2) 利用者が当該承認された内容の変更を申し出たとき。 

(3) 利用者の利用が前条第1号又は第2号に該当するとき。 

(4) 利用者が当該承認された内容と異なる利用を行い、又は利用承認時に付された条件

(本条の規定により利用承認時に付された条件が変更された場合にあっては、当該変更

後の条件)を遵守しなかったとき。 

(5) 利用者の利用がこの条例若しくはこの条例に基づく規則に違反し、又は利用者が指

定管理者の指示に従わないとき。 

(6) 利用者が偽りの内容により第22条第1項の規定による申請を行う等不正の手段によ

って利用承認を受けたとき。 

(7) 利用者が災害その他の事故により女神湖高原学園を利用できなくなったとき。 

(8) 公益上必要があると認められるとき。 

(9) その他指定管理者が女神湖高原学園の管理上支障があると認めるとき。 

2 前項の規定により、利用承認を取り消し、利用承認の内容若しくは利用承認に付した条

件を変更し、又は女神湖高原学園の利用を中止させ、停止させ、若しくは制限した場合に

おいて利用者に損害が生じても、指定管理者は、その賠償の責めを負わないものとする。

ただし、同項第9号に該当する場合は、この限りでない。 

(平19条例60・旧第34条繰上・一部改正) 

(利用権の譲渡等の禁止) 

第25条 利用者は、女神湖高原学園を利用する権利を他人に譲渡し、又は転貸してはなら

ない。 

(平19条例60・追加) 

(利用料金等の納入) 

第26条 利用者は、女神湖高原学園の利用の際に、次条第1項及び第2項に規定する利用料

金を、指定管理者に納入しなければならない。 

2 利用者は、次の各号のいずれかの場合には、次条に規定する利用料金の額を上限として

規則で定める額を、指定管理者に納入しなければならない。ただし、指定管理者が特に認

めたときは、この限りでない。 

(1) 当該利用者が宿泊の利用を行う日の2日前から当該宿泊の利用を行う日までの間に、

当該宿泊の利用の取消し又は当該承認された内容の変更(利用する日数又は人数を減ず

るものに限る。)の申出を行ったとき。 

(2) 当該利用者が宿泊の利用の取消しの申出を行わずに、当該宿泊の利用を行わなかっ
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たとき。 

(平19条例60・旧第35条繰上) 

(利用料金の決定等) 

第27条 第19条第1号から第3号までに掲げる利用者に係る利用料金は、次の各号に掲げる

利用者の区分に応じ、当該各号に定める額を上限として、指定管理者が法第244条の2第9

項の承認を受けて定める額とする。 

(1) 次号に掲げる利用者以外の利用者 別表第1に定める額 

(2) 次のいずれかに該当する利用者 別表第2に定める額 

ア 身体障害者福祉法(昭和24年法律第283号)第15条の規定により身体障害者手帳の

交付を受けた者(15歳未満の者につき、その保護者が身体障害者手帳の交付を受けた

場合においては、当該15歳未満の者)で、身体障害者障害程度等級が1級又は2級のも

の 

イ 東京都愛の手帳交付要綱(昭和42年3月20日民児精発第58号)第5条の規定により愛

の手帳の交付を受けた者で、判定基準が1度又は2度のもの 

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和25年法律第123号)第45条の規定

により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者で、障害等級が1級のもの 

2 第19条第4号及び第5号に掲げる利用者の利用に係る利用料金は、当該利用者の構成員そ

れぞれについて、前項第1号及び第2号中「利用者」を「利用者の構成員」と読み替えて

同項第1号及び第2号の規定を適用することにより得られる額に相当する額の合計額を上

限として、指定管理者が法第244条の2第9項の承認を受けて定める額とする。 

3 利用料金は、指定管理者の収入として収受させるものとする。 

4 指定管理者は、第1項及び第2項の規定により定められた利用料金について、区民等に周

知するため必要な措置を講じなければならない。 

(平19条例60・旧第36条繰上・一部改正) 

(利用料金の減免) 

第28条 指定管理者は、規則で定めるところにより、前条第1項及び第2項に規定する利用

料金を減額し、又は免除することができる。 

(平19条例60・旧第37条繰上) 

(利用料金の返還) 

第29条 指定管理者は、利用者の責めに帰することのできない事由その他指定管理者が特

に必要と認めた事由により利用承認を取り消した場合は、規則で定めるところにより、当
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該利用者に係る利用料金の全部又は一部を返還するものとする。 

(平19条例60・旧第38条繰上) 

(原状回復の義務) 

第30条 利用者は、その利用を終了したとき又は第24条第1項の規定により利用承認が取り

消され、若しくは利用の中止を命ぜられたときは、宿泊等施設等を速やかに原状に回復し

なければならない。ただし、指定管理者の承認を受けたときは、この限りでない。 

(平19条例60・旧第39条繰上・一部改正) 

(損害賠償の義務) 

第31条 利用者は、宿泊等施設等及び設備に損害を与えたときは、その損害を賠償しなけ

ればならない。ただし、委員会がやむを得ない理由があると認めるときは、その賠償額を

減額し、又は免除することができる。 

(平19条例60・旧第40条繰上・一部改正) 

第5章 補則 

(平19条例60・旧第4章繰下) 

(規則への委任) 

第32条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

(平17条例5・旧第42条繰上、平19条例60・旧第41条繰上・一部改正) 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、平成17年4月1日から施行する。 

(新宿区立学校校外施設設置条例の廃止) 

2 新宿区立学校校外施設設置条例(昭和46年新宿区条例第18号)は、廃止する。 

(経過措置) 

3 第20条第1項の規定による指定管理者の指定を受けようとする団体の公募その他の指定

管理者の指定に関し必要な行為は、この条例の施行前においても、同条から第23条まで

の規定の例により行うことができる。 

4 この条例による廃止前の新宿区立学校校外施設設置条例第5条第1項の規定により受け

たこの条例の施行の日以後の新宿区立学校校外施設の利用に係る承認は、第9条第1項又

は第32条第1項の規定により受けた区外学習施設の利用に係る承認とみなす。 

附 則(平成17年3月24日条例第5号)抄 
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(施行期日) 

1 この条例は、平成17年4月1日から施行する。 

附 則(平成19年3月23日条例第31号)抄 

この条例は、平成19年4月1日から施行する。 

附 則(平成19年10月17日条例第60号) 

この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第1条中新宿区立区外学習施設条例第26条、第36条第4項及び第41条の改正規定 公

布の日 

(2) 第1条中新宿区立区外学習施設条例第3条の改正規定 学校教育法等の一部を改正す

る法律(平成19年法律第96号)の施行の日 

(3) 第2条の規定 平成20年4月1日 

別表第1(第27条関係) 

(平19条例60・旧別表第3繰上・一部改正) 

施設の区分 利用の区分 利用料金(上限額) 

宿泊等施設 宿泊 大人1人1泊当たり 6,000円 

子ども1人1泊当たり 5,050円 

休憩 大人・子ども1人1回当たり 400円 

附帯

施設 

体育館   1時間当たり 750円 

レクリエーション

ホール 

  1時間当たり 750円 

オリエンテーショ

ンホール 

  1時間当たり 750円 

談話室   1時間当たり 1,000円 

備考 

1 大人とは、13歳以上の者をいう。 

2 子どもとは、3歳以上13歳未満の者をいう。 

3 3歳未満の者の利用料金は、無料とする。 

4 宿泊の利用に係る利用料金は、食事代(朝食1食分及び夕食1食分)を含むものとする。 

別表第2(第27条関係) 

(平19条例60・旧別表第4繰上・一部改正) 

施設の区分 利用の区分 利用料金(上限額) 
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宿泊等施設 宿泊 大人1人1泊当たり 4,050円 

子ども1人1泊当たり 3,425円 

休憩 大人・子ども1人1回当たり 200円 

附帯

施設 

体育館   1時間当たり 750円 

レクリエーション

ホール 

  1時間当たり 750円 

オリエンテーショ

ンホール 

  1時間当たり 750円 

談話室   1時間当たり 1,000円 

備考 

1 大人とは、13歳以上の者をいう。 

2 子どもとは、3歳以上13歳未満の者をいう。 

3 3歳未満の者の利用料金は、無料とする。 

4 宿泊の利用に係る利用料金は、食事代(朝食1食分及び夕食1食分)を含むものとする。 
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○新宿区立女神湖高原学園条例施行規則 

平成16年10月14日 

教育委員会規則第32号 

改正 平成20年2月1日教委規則第10号 

(題名改称) 

平成22年5月7日教委規則第16号 

平成28年3月30日教委規則第5号 

令和3年3月30日教委規則第9号 

令和7年3月28日教委規則第4号 

(趣旨) 

第1条 この規則は、新宿区立女神湖高原学園条例(平成16年新宿区条例第51号。以下「条

例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

(平20教委規則10・全改) 

(公募に際して明示する事項) 

第2条 新宿区教育委員会(以下「委員会」という。)は、条例第6条第1項の規定により地方

自治法(昭和22年法律第67号)第244条の2第3項に規定する指定管理者(以下「指定管理者」

という。)の指定を受けようとする団体を公募するときは、次に掲げる事項を明示するも

のとする。 

(1) 新宿区立女神湖高原学園(以下「女神湖高原学園」という。)の概要 

(2) 条例第5条に規定する管理業務の範囲及び内容 

(3) 条例第6条第1項の規定による公募を開始する日(以下「公募開始日」という。) 

(4) 条例第6条第2項の規定による申請(以下「指定の申請」という。)を行うことができる

団体の資格 

(5) 条例第7条に規定する選定の基準 

(6) 指定管理者を指定して管理を行わせる期間 

(7) 女神湖高原学園の宿泊又は休憩の用に供する施設(以下「宿泊等施設」という。)及び

宿泊等施設に附帯する施設(以下「附帯施設」という。)の利用に係る料金(以下「利用料

金」という。)に関する事項 

(8) 女神湖高原学園の事業計画書に記載すべき事項 

(9) 第4条第2項各号に掲げる書類に関する事項 

(10) その他委員会が必要と認める事項 
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(平20教委規則10・旧第16条繰上・一部改正) 

(指定の申請を行うことができる団体の資格) 

第3条 指定の申請を行うことができる団体の資格は、次のとおりとする。 

(1) 法人として登記されていること。 

(2) その他委員会が別に定める要件を満たしていること。 

(平20教委規則10・追加) 

(指定申請書及び添付書類) 

第4条 条例第6条第2項の規則で定める申請書は、指定管理者の指定申請書(第1号様式)とす

る。 

2 条例第6条第2項第2号の規則で定める書類は、次のとおりとする。 

(1) 指定の申請を行うことができる団体の資格を有していることを確認することができ

る書類 

(2) 女神湖高原学園の管理に係る収支計画書 

(3) 女神湖高原学園の管理に係る人員計画書 

(4) 指定管理者の指定を受けようとする団体の案内書 

(5) 指定管理者の指定を受けようとする団体の活動の実績に関する書類 

(6) 指定管理者の指定を受けようとする団体の経営状況を説明する書類 

(7) その他委員会が必要と認める書類 

(平20教委規則10・旧第17条・全改) 

(申請期間) 

第5条 条例第7条の規則で定める申請期間は、公募開始日から30日を経過する日(当該日が

新宿区の休日を定める条例(平成元年新宿区条例第1号)第1条第1項に規定する区の休日

(以下「休日」という。)に当たるときは、当該日の直後の休日でない日)までとする。 

(平20教委規則10・旧第18条・全改) 

(選定結果通知書) 

第6条 条例第8条の規定による通知は、指定管理者選定結果通知書(第2号様式)により行う

ものとする。 

(平20教委規則10・旧第19条繰上・一部改正) 

(選定取消通知書) 

第7条 条例第9条第2項の規定による選定の結果の通知を取り消す旨の通知は、指定管理者

選定結果取消通知書(第3号様式)により行うものとする。 
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(平20教委規則10・旧第20条繰上・一部改正) 

(指定通知書) 

第8条 委員会は、条例第10条の規定により指定管理者の指定を行ったときは、同条の被選

定団体に対し、指定管理者指定通知書(第4号様式)により通知するものとする。 

(平20教委規則10・旧第21条繰上・一部改正) 

(事業報告書の記載事項) 

第9条 条例第13条第2項第5号の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

(1) 当該年度の女神湖高原学園の利用に関する利用者意見の調査結果 

(2) その他委員会が必要と認める事項 

(平20教委規則10・旧第22条繰上・一部改正) 

(抽選及び利用の申請等) 

第10条 条例第19条第1号から第3号まで及び第5号に掲げるものが、次の各号に掲げる期間

を除く期間に女神湖高原学園の宿泊の利用をしようとするときは、利用開始日の2か月前

の同日から利用開始日の2日前までの期間内に、新宿区立女神湖高原学園利用申請書(第5

号様式。以下「利用申請書」という。)により、指定管理者に申請をするものとする。 

(1) 4月25日から5月10日まで 

(2) 7月15日から8月31日まで 

(3) 12月20日から翌年1月5日まで 

2 前項の申請をしようとするものは、同項の申請を行う前に、同項の申請の期間内におい

て利用の予約を申し込むことができる。この場合において、利用の予約の申込みをしたも

のが、利用の予約の申し込みをした日から起算して14日以内で同項の申請の期間内に指

定管理者に同項の申請を行わなかったときは、利用の予約の申込みはなかったものとみな

す。 

3 条例第19条第1号から第3号まで及び第5号に掲げるものが、第1項各号に掲げる期間に女

神湖高原学園の宿泊の利用をしようとするときは、別表第1に定める抽選の申込期間内に、

新宿区立女神湖高原学園利用抽選申込書(第6号様式)により、指定管理者に申込みをする

ものとする。この場合において、一の抽選の申込みについて、利用の申込みをできる日数

は次条の規定にかかわらず3泊4日以内とし、利用の申込みをできる室数は、1日当たり5

室以内とする。 

4 指定管理者は、前項の申込みに対し抽選を行い、その結果を新宿区立女神湖高原学園利

用抽選結果通知書(第7号様式。以下「抽選結果通知書」という。)により、通知するもの
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とする。この通知は、別表第1に定める抽選結果通知書の発行日に発行するものとする。 

5 前項の抽選の結果当選した者(以下「当選者」という。)は、別表第1に定める利用の申請

の期限までに抽選結果通知書を指定管理者に提出することにより、女神湖高原学園の宿泊

の利用を申請するものとする。 

6 当選者が、前項の期限までに抽選結果通知書を指定管理者に提出しなかったときは、抽

選の申込み及び当選の抽選結果はなかったものとみなす。 

7 第5項による利用の申請が行われた後なお空き室がある場合は、条例第19条第1号から第

3号まで及び第5号に掲げるものは、利用開始日の2か月前の同日から利用開始日の2日前

までの期間内に、利用申請書により指定管理者に申請することができる。 

8 第2項の規定は、前項の申請をしようとするものについて準用する。 

9 条例第19条第4号に掲げるものが、女神湖高原学園の宿泊の利用をしようとするときは、

利用開始日の6か月前の同日から利用開始日の2日前までの期間内に、新宿区立女神湖高

原学園生涯学習団体利用申請書(第8号様式)により指定管理者に申請をするものとする。

この場合において、第1項各号に掲げる期間における利用の申請であって、利用開始日の

6か月前の同日から利用開始日の2か月前の同日までの期間内に行う申請については、一

団体が申請をできる日数は、次条の規定にかかわらず、3泊4日以内とし、指定管理者は、

女神湖高原学園の北棟について1日につき3団体、合計13室の利用を限度として申請を受

け付けるものとする。 

10 第2項の規定は、前項の申請をしようとするものについて準用する。この場合において、

第2項中「同項の申請の期間内」とあるのは「利用開始日の6か月前の同日から利用開始

日の2日前までの期間内」と読み替えるものとする。 

11 指定管理者が特に認めたときは、第3項及び第4項の規定にかかわらず抽選の手続きを

経ずに、又は第1項、第7項及び第9項の規定にかかわらず利用開始日の2日前まで随時に、

利用の申請をすることができる。 

12 女神湖高原学園の休憩の利用をしようとするものは、当日の施設の利用状況に応じて

販売される利用券(第9号様式)の購入をもって、利用の申請及び条例第22条第1項の承認

(以下「利用承認」という。)があったものとみなす。 

13 女神湖高原学園の附帯施設を利用しようとするものは、第1項、第5項、第7項及び第9

項の規定による申請時以後に利用申請書により指定管理者に申請することができる。 

(平20教委規則10・旧第23条繰上・一部改正、平22教委規則16・一部改正) 

(利用日数) 
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第11条 同一のものが連続して女神湖高原学園を利用できる日数は、6泊7日以内とする。 

(平20教委規則10・追加) 

(利用の承認等) 

第12条 指定管理者は、第10条第1項、第5項、第7項、第9項、第11項及び第13項の規定に

よる申請(以下「利用申請」という。)に対し、利用承認を行ったときは、当該利用申請を

行ったものに対し、新宿区立女神湖高原学園利用承認書(第10号様式。以下「利用承認書」

という。)により通知するものとする。 

2 利用申請(第10条第1項、第7項、第9項、第11項及び第13項の規定によるものに限る。)

に対する利用承認は、その順序により行う。 

3 利用承認を受けたものは(以下「利用者」という。)は、女神湖高原学園の宿泊の利用に

際して、係員に利用承認書及び利用者名簿(第11号様式)を提出しなければならない。 

(平20教委規則10・旧第24条繰上・一部改正) 

(利用の不承認) 

第13条 指定管理者は、条例第23条の規定により利用承認を与えなかったときは、当該利

用承認を与えられなかったものに対し、新宿区立女神湖高原学園利用不承認書(第12号様

式)により通知するものとする。 

(平20教委規則10・追加) 

(事前の申出) 

第14条 利用者は、次の各号のいずれかの場合には、事前に指定管理者に申し出るものと

する。 

(1) 身体障害者補助犬を同伴しようとするとき。 

(2) その他その利用が指定管理者が女神湖高原学園の管理上事前の申出を必要と認める

事項に該当するとき。 

(平20教委規則10・旧第25条繰上) 

(利用承認の取消し及び変更) 

第15条 条例第24条第1項第1号の規定による利用承認の取消しの申出又は同項第2号の規

定による利用承認の内容の変更の申出は、新宿区立女神湖高原学園利用取消・変更申請書

(第13号様式。以下「利用取消・変更申請書」という。)に利用承認書(休憩の利用にあっ

ては利用券)を添えて行うものとする。 

2 指定管理者は、前項の申出に対し承認を行ったときは、前項の申出を行ったものに対し、

新宿区立女神湖高原学園利用取消・変更承認書(第14号様式。以下「利用取消・変更承認
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書」という。)により通知するものとする。 

3 利用承認の内容の変更の承認を受けたものは、女神湖高原学園の利用に際して、係員に

利用取消・変更承認書を提出しなければならない。 

(平20教委規則10・旧第26条繰上・一部改正) 

(取消料) 

第16条 条例第26条第2項に規定する規則で定める額(以下「取消料」という。)は、次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。 

(1) 利用者が宿泊の利用を行う日の2日前に、宿泊の利用の取消しの申出を行ったとき 

取消し前の利用料金の4分の1に相当する額 

(2) 利用者が宿泊の利用を行う日の2日前に、承認された内容の変更(利用する宿泊の日

数又は人数を減ずるものに限る。)の申出を行ったとき 変更前の利用料金から利用承

認の内容の変更の承認を受けた変更後の利用料金を控除して得た額の4分の1に相当す

る額 

(3) 利用者が宿泊の利用を行う日の前日に、宿泊の利用の取消しの申出を行ったとき 

取消し前の利用料金の4分の3に相当する額 

(4) 利用者が宿泊の利用を行う日の前日に、承認された内容の変更(利用する宿泊の日数

又は人数を減ずるものに限る。)の申出を行ったとき 変更前の利用料金から利用承認

の内容の変更の承認を受けた変更後の利用料金を控除して得た額の4分の3に相当する

額 

(5) 利用者が宿泊の利用を行う日に、宿泊の利用の取消しの申出を行ったとき 取消し

前の利用料金に相当する額 

(6) 利用者が宿泊の利用を行う日に、承認された内容の変更(利用する宿泊の日数又は人

数を減ずるものに限る。)の申出を行ったとき 変更前の利用料金から利用承認の内容

の変更の承認を受けた変更後の利用料金を控除して得た額に相当する額 

(7) 利用者が宿泊の利用の取消しの申出を行わずに、宿泊の利用を行わなかったとき 

取消し前の利用料金に相当する額 

(平20教委規則10・旧第27条繰上・一部改正) 

(利用料金の減額) 

第17条 条例第28条の規定による利用料金の減額は、次の各号に掲げる場合に行うものと

し、当該場合において行う利用料金の減額は、当該各号に定めるとおりとする。 

(1) 新宿区(以下「区」という。)又は委員会が女神湖高原学園の維持管理に関し必要な業
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務を行うとき 食事代を控除した額に相当する額の減額 

(2) 区又は区の行政委員会がその事業として利用するとき 食事代を控除した額に相当

する額の減額 

(3) 区又は区の行政委員会と共催する団体が生涯学習事業で利用するとき 5割に相当

する額の減額 

(4) 区が出資した団体が生涯学習事業で利用するとき 2割5分に相当する額の減額 

(5) 新宿区立小学校の児童及び新宿区立中学校の生徒を対象とする部活動で利用すると

き 2割5分に相当する額の減額 

(6) その他指定管理者が特に必要と認めるとき 5割又は2割5分に相当する額の減額 

2 前項に規定する利用料金の減額を受けようとするものは、新宿区立女神湖高原学園利用

料金減額申請書(第15号様式)により指定管理者に申請し、その承認を受けなければならな

い。 

(平20教委規則10・旧第28条・全改) 

(利用料金の返還) 

第18条 条例第29条に掲げる事由により利用料金の返還を受けようとするもの並びに次項

及び第3項の規定により利用料金の返還を受けようとするものは、新宿区立女神湖高原学

園利用料金返還申請書(第16号様式)に利用承認書又は利用取消・変更承認書及び領収書

(休憩の利用にあっては利用券又は利用取消・変更承認書)を添えて、指定管理者に申請し

なければならない。 

2 指定管理者は、利用者が利用承認の内容の変更の承認を受けた場合において、変更前の

納入された利用料金と変更後の利用料金に差が生じたときは、その差額を納入させ、又は

返還するものとする。 

3 指定管理者は、利用者が利用料金を納入した後に、前条に規定する利用料金の減額が承

認された場合において、減額前の利用料金と減額後の利用料金に差が生じたときは、その

差額を返還するものとする。 

(平20教委規則10・旧第29条繰上・一部改正) 

(その他の費用) 

第19条 利用者は、利用料金及び取消料のほか、女神湖高原学園の利用に伴う飲食に係る

料金その他の費用を別に納めなければならない。 

(平20教委規則10・旧第30条繰上) 

(遵守事項) 
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第20条 利用者は、次に掲げる事項を守らなければならない。 

(1) 利用承認を受けた女神湖高原学園の施設以外の施設を利用しないこと。 

(2) 許可なく危険若しくは不潔な物品又は動物(第14条の規定により事前に同伴を申し

出た身体障害者補助犬を除く。)を持ち込まないこと。 

(3) 許可なく火気を使用し、又は新たな設備を造作しないこと。 

(4) 騒音等を発し、又は暴力を用いる等他人に迷惑を及ぼす行為を行わないこと。 

(5) その他係員の指示に従うこと。 

(平20教委規則10・旧第31条繰上・一部改正) 

(入場の制限等) 

第21条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当すると認められる者については、入場

を拒否し、又は退場を命じることができる。 

(1) 善良な風俗を乱す者 

(2) 他人に危害又は迷惑を及ぼす者 

(3) 酪酊
めいてい

している者 

(4) 騒じょう行為又は示威行為を行う者 

(5) その他女神湖高原学園の管理上支障がある行為を行う者 

(平20教委規則10・旧第32条繰上) 

(施設内における禁煙) 

第22条 女神湖高原学園の施設内での喫煙は禁止とする。ただし、指定管理者が特に認め

た場所での喫煙はこの限りでない。 

(平20教委規則10・旧第33条繰上) 

(代表者による手続) 

第23条 この規則に基づく利用申請その他の手続は、女神湖高原学園を利用しようとする

もののうちから定めた代表者がこれを行うものとする。 

2 この規則に基づき指定管理者が行うべき利用承認その他の行為は、前項の代表者に対し

て行うものとする。 

(平20教委規則10・旧第34条繰上) 

(補則) 

第24条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、新宿区教育

委員会教育長が別に定める。 

(平20教委規則10・旧第35条・全改) 
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附 則 

(施行期日) 

1 この規則は、平成17年4月1日から施行する。ただし、附則第5項の規定は、公布の日か

ら施行する。 

(新宿区立学校校外施設設置条例第3条第2項の規定に基づく校外施設の使用に関する規則

の廃止) 

2 新宿区立学校校外施設設置条例第3条第2項の規定に基づく校外施設の使用に関する規

則(平成7年新宿区教育委員会規則第2号)は、廃止する。 

(経過措置) 

3 条例第20条第1項の規定による指定管理者の指定を受けようとする団体の公募その他の

指定管理者の指定に関し必要な行為は、この規則の施行前においても、第16条から第20

条までの規定の例により行うことができる。 

4 第4条及び第23条の規定にかかわらず、平成17年4月分及び5月分の利用の申請は利用開

始日の2日前まで随時受け付け、その利用承認は当該利用の申請の順序とする。 

(新宿区立学校校外施設設置条例第3条第2項の規定に基づく校外施設の使用に関する規則

の一部改正) 

5 新宿区立学校校外施設設置条例第3条第2項の規定に基づく校外施設の使用に関する規

則の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則(平成20年2月1日教委規則第10号) 

1 この規則は、平成20年4月1日から施行する。 

2 この規則施行の際、この規則による改正前の新宿区立区外学習施設条例施行規則の規定

により作成した様式の用紙で、現に残存するものは、必要な修正を加えた上で、なお当分

の間使用することができる。 

附 則(平成22年5月7日教委規則第16号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成28年3月30日教委規則第5号) 

(施行期日) 

1 この規則は、平成28年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則による改正前の新宿区文化財保護条例施行規則、新宿区立新宿歴史博物館条例
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施行規則、新宿区幼稚園教育職員の期末手当に関する規則、教育委員会が行う情報公開事

務に関する規則、新宿区立の小学校、中学校及び特別支援学校の非常勤の学校医、学校歯

科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例施行規則、新宿区立女神湖高原学園条例

施行規則、教育委員会が行う個人情報保護事務に関する規則、新宿区立幼稚園条例施行規

則及び新宿区における指定管理者の指定の取消し等に伴う管理の業務の特例を定める条

例施行規則の規定により作成した用紙で現に残存するものは、必要な修正を加えた上で、

なお当分の間使用することができる。 

附 則(令和3年3月30日教委規則第9号) 

(施行期日) 

1 この規則は、令和3年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則の施行の際、この規則による改正前の規定により作成した用紙で現に残存する

ものは、必要な修正を加えた上で、なお当分の間使用することができる。 

附 則(令和7年3月28日教委規則第4号) 

この規則は、令和7年4月1日から施行する。 

別表第1(第10条関係) 

(平20教委規則10・一部改正) 

抽選により申し込みを

行う期間 

抽選の申込期間 抽選結果通知書の発行

日 

利用の申請の期限 

4月25日から5月10日

まで 

1月15日から1月25日

まで 

2月1日 2月14日 

7月15日から8月31日

まで 

4月15日から4月25日

まで 

5月1日 5月14日 

12月20日から翌年1月

5日まで 

9月15日から9月25日

まで 

10月1日 10月14日 
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14/28 

 



15/28 

 



16/28 

 



17/28 

 



18/28 

 



19/28 

 



20/28 

 



21/28 

 



22/28 

 



23/28 

 



24/28 

 



25/28 

 



26/28 
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第1号様式(第4条関係) 

(令7教委規則4・全改) 

第2号様式(第6条関係) 

(平20教委規則10・旧第13号様式繰上・一部改正) 

第3号様式(第7条関係) 

(平20教委規則10・旧第14号様式繰上・一部改正) 

第4号様式(第8条関係) 

(平20教委規則10・旧第15号様式繰上・一部改正) 

第5号様式(第10条関係) 

(平20教委規則10・追加) 

第6号様式(第10条関係) 

(平20教委規則10・追加) 

第7号様式(第10条関係) 

(平20教委規則10・追加) 

第8号様式(第10条関係) 

(平20教委規則10・追加) 

第9号様式(第10条関係) 

(平20教委規則10・追加) 

第10号様式(第12条関係) 

(平20教委規則10・追加) 

第11号様式(第12条関係) 

(平20教委規則10・追加) 

第12号様式(第13条関係) 

(平20教委規則10・追加、平28教委規則5・一部改正) 

第13号様式(第15条関係) 

(平20教委規則10・追加) 

第14号様式(第15条関係) 

(平20教委規則10・追加) 

第15号様式(第17条関係) 

(平20教委規則10・追加、令3教委規則9・一部改正) 

第16号様式(第18条関係) 
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(平20教委規則10・追加、令3教委規則9・一部改正) 

 


